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２０１２年１０月７日 第９回 ゆうメイト全国交流会

「世界の非正規雇用と日本の現実」

弁護士 大橋さゆり（大阪労働者弁護団）

１．2009 年 9 月、女性弁護士でスウェーデンとオランダへ

・スウェーデン 「フルタイムは権利、パートタイムは可能性」

・オランダ 「１．５モデル」

ライフスタイルに合わせた仕事の時間を選択。フルタイムとパートタイ

ムを変更できる権利がある。フルタイムでもパートタイムでも時間給や待

遇は同じ。

均等待遇を支える「職務評価システム」。 ＊資料参照

集団的労働協約により、「派遣労働者は派遣会社の正社員となる機会が保

障されている」「派遣労働者は 26 週間同じ派遣先企業で働くと、その企業

の正社員と同じ給料になる」という取り決め。法律は集団的労働協約の後

を追って作られる。

「労働者にファーストクラスとセカンドクラスを作ってはいけない」

二重の労働市場を回避する、ということが、労使の共通理解となってい

る。

＊書籍「スウェーデンとオランダに学ぶ 人を大切にする社会システム」

２．日本での「職務評価」の取組の一例

＊資料参照（均等待遇アクション２１京都「職務評価して均等待遇を

実現しよう！」）

３．韓国の「非正規職保護法」の先進性

2006 年非正規職保護法（派遣勤労者保護法改正、有期雇用・パートタイマ

ーについての特別法、労働委員会法改正）の制定。

有期雇用は上限２年、その後正規職へ転換（みなし）。

派遣雇用も上限２年、派遣先が正規職に転換する義務を負う。
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→「出口規制」のみ。ただし、正規職との差別を禁止する規定あり。

＊改正法施行前の雇止め・外注化と労組の闘い・・映画「外泊」

＊「整理解雇・非正規職のない世の中を望む希望バス企画団」

４．日本の労働契約法改正・労働者派遣法改正

日本でも「入口規制」導入できず。加えて、

①無期契約への転換制度（有期契約通算５年＋労働者からの申込が要件）

←５年は長い。申込なしで「みなす」べき。脱法「クーリング期間」。

②有期契約に「雇止め法理」

←「労働者からの申込」「契約期間満了時」が加重されている。「通算契

約期間内でも同法理の適用がある」旨の明文がない。

③不合理な労働条件の禁止

←「均等待遇」を明文化していない（差異の不合理性の立証責任にかか

わる）。禁止の効果が不明（無効とする、無期労働者と同一の労働契約と

みなす）。

④派遣先社員との「均衡」配慮、有期雇用から無期雇用への転換の努力義

務

５．郵便事業株式会社岡山支店の萩原さん勝利判決に寄せて

６．まとめに代えて・・労働組合の力














